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「総合的な ADRの制度基盤の整備」に関する意見 
   
当協会は ADR の拡充・活性化関係省庁等連絡会議幹事会（2002.9.６）のヒアリングの
席上で当会の相談事業等について陳述し、「司法制度改革審議会意見で、「国民がより利用

しやすい司法の実現のために、裁判機能の拡充に加え、ADRが国民にとって裁判と並ぶ魅
力的な選択肢となるよう、その拡充、活性化を図っていくべきである」と述べられている

ことをあげ、今後、ADR 検討会において ADR の共通的な制度基盤整備について慎重な検
討を望む」旨申し上げた。今回、司法制度改革推本部進事務局が、ADR検討会の検討状況
等も踏まえ、ADRに関する基本的法制整備に必要となる検討事項全般について今後検討を
深めるべき論点を示された上で、パブリックコメントを求められているのは、ADRの健全
な発展をねがうものとして、ADRを主宰する側、利用する側のいずれにとっても意義深い
機会が与えられたと考えている。 
そこで、当会としては、今回の論点の主要な事項に関して、つぎの立場から、下記の意

見を述べさせていただくこととしたい。その一つは、当協会が「週末電話相談」、「消費者

月間・電話相談 110 番」など相談の自主事業を実施している「①民間型 相談」の立場か
ら、もう一つは、会員の大半が地方自治体等の消費生活センター等で雇用され、相談業務

を担当しているため「②行政型 ADRの担い手」の立場からの意見である。 
 
記 

 
１．論点１．ADRの外延について 
提供主体、手続きの種類など ADRの参考資料を参照し、多様な ADRがあることは
認識できます。従って、これらに対して、基本的法制の基本事項を適用対象とする範

囲を画することに異論はない。 
（注）の中に、「ADRの範囲内の手続きにおける第三者を、便宜「主宰者」と総称す
る」とある。この文言の注に、手続きをリードする者としてのイメージが強く、当事

者が主体的に紛争解決を試みる手続きの場合にはなじまないという印象があるため、
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両当事者間に介在する中立的立場にある者として、英語の「ニュートラル」に対応す

るような文言とすべきという意見もある」とあるが、当方もこの意見と同様な印象を

もつので、「主宰者」の文言はできれば、他のより適切な文言に替えることをご検討い

ただきたい。 
２．論点２．ADRに関する基本的な法制における相談手続の位置付けについて 
   地方自治体等の消費生活相談の相談内容からみると、消費者苦情が発生している相

談を「苦情相談」と苦情が発生していない買物相談、生活知識等の「問合せ」と「要

望」に分類されている。ちなみに苦情相談は 2002年度に各消費生活センターが受け付
け、PIO-NET に登録されているが、総件数が 83 万件を超えて過去最高となった。ま
た、苦情相談の相談処理の結果は、あっせん解決、あっせん不調、助言、多機関紹介、

処理不能、処理不要のいずれかに分類されている。また、「処理結果」で、あっせんに

該当するのは、全体の約８％である。 
   このような消費生活センターの相談処理に係る統計データからは、現在、論点 1 の
要素の③に示す①または②を満たさない手続き（相談手続）に該当する相談のケース

が主になり、「あっせん」のケースは 1割に満たないものと推定する。 
本報告で、相談手続に当たるものが ADRを幅広く支える重要な役割を果たしている
と考察されているが、これを実証する次の調査結果がある。 
東京都消費生活総合センターの（2001.1～2）利用者アンケートで、利用者の 77.3％
が「センターの処理が役だった」と回答している。また、内閣府の平成１４年度国民

生活モニター調査「消費者問題における ADRに関する意識調査（2002.5）」少額訴訟、
弁護士会、仲裁センター、PLセンター、業界団体、消費者団体のうち、知名度は消費
生活センターがトップで59％で、消費生活センターに専門的な助言が受けられる42％、
中立的であるが 37％本人の負担が軽いが 18％となっている。ADR の関与を実際求め
た場合の満足度は 53％であった。 
ところで、論点２の「相談手続は紛争処理手続きといい難いが、必要に応じて、基

本的法制を適用することについてどう考えるか」に関して、少数であるが、あっせん

に踏み込むこともあるものの、センター業務の主流を占める「相談手続」に対し、今

回の ADRの法制のどの内容を適用するかは、更に慎重なご検討をお願いしたい。 
論点 5．ADRの基本理念について 
   論点４を前提に ADRの健全な発展を図る上で、相談手続の健全な発展を図ることが
重要な意義を有するということに賛同する。 

論点６．国の責務等 
   国の責務として考えられる施策①～⑤の例に異論はない。特に④については消費者

被害の現状からも更に強化・充実することが望まれる。 
論点７．地方公共団体の責務 
  地方公共団体は、消費生活センター等 ADRの提供主体として、住民利用の利便に配慮



して整備・強化・充実することが望まれる。 
論点８．ADRに係るサービスの提供者等の役割 
  基本理念に則り、ADRの健全な発展に寄与するため、その担い手の役割を明確にする
ことは望ましい。 
論点１１．ADR機関に関する一般情報の提供義務 
  ADR を利用しようとする者が適切・円滑に ADR を選択できるように、一定の情報を
提供するよう努力義務を課すことについて、賛同する。この情報提供が、一方、ADR
の提供体制・サービス内容の公正性・信頼性の向上に繋がるものと考える。 
「考えられる情報の例」がされているが「過去の利用状況」では、「具体的事例」の情

報提供などを想定されているだろうか。利用者の立場からすれば、重要な選択肢とし

て必要な事項と考える。個人情報保護法や守秘義務を楯に、極度の制約を設けること

のないよう配慮されたい。 
②の相談機関について、①に準じた努力義務を負うものとすることに異論はない。 

論点１２．質の高い ADRの担い手の確保に関する義務 
   専門的能力の習得について、紛争解決に係るもので注記 19の例示がある。これ以外
に、その専門分野について、公的資格を有することが必要ではないだろうか。 
③の相談機関、相談員についても、①②に準じた努力義務を課すことに異論はない。 

論点１３．サービス提供者に関する重要事項の説明義務 
  ADR に係るサービス提供者は、一定の ADR に係るサービスの利用条件に関する重
要事項を利用希望者からの申込があったとき、説明しなければならないとの説明義務

を課している。このこと及び「考えられる説明事項の内容」について賛同する。 
さらに望ましいのは、重要事項を記載した書面交付を義務付けることである。 
次に、②相談手続に係るサービス提供者に対して、上記 ADRサービス提供者に準じ
た説明義務を課すことについては、望ましいことであるが、消費生活センターの相談

現場の実情は、来所者に面接する場合より、圧倒的に多いのは、電話相談である。「電

話相談」は、短時間の応答で当日中に終了するものが大半を占めている。こういった

実態を考慮すると、説明義務まで課すと、円滑に業務が進められるか懸念される。努

力義務に留めるよう提案したい。 
論点１５．秘密の保持義務 
   消費生活相談に関しては、従来、守秘義務を課されていて、これについては賛同す

る。 
論点１９．２０．２１．ADRを利用した紛争解決における時効の中断 
   時効の中断に関する特例を設け、仲裁以外の ADR を対象に付与し、また、ADR 和
解文書が一定要件を満たす場合の執行力付与が考えられている。 
   ADR機関の利用促進、信頼性の向上をはかるには、時効中断効と執行力の付与は有
意義だと考える。しかし、これらについては消費者問題に関連する紛争が多発してい



る現状を鑑みると、定型化された契約書に ADR条項等を挿入していることもあり、公
正でない問題の多い業者が自ら ADRの主宰者や関係 ADR機関を設け利用する惧れも
考えられる。本報告書に「不適切に利用された場合には極めて危険性が高いこと等か

ら強い消極的意見もある」とあるとおり、現時点では和解に対する執行力の付与につ

いて特に要件を更に厳格にご検討いただきたい。 
論点２９．ADR主宰業務に関する弁護士法第 72条の特例 
   論点３０の①では、「紛争分野又は紛争解決に関する専門的知見を有するものと認め

られる者は、一定の適格性を有する ADRについて、主宰業務を行うことができるもの
とする」等弁護士法第 72条を外す要件が示されているが、更なる検討を要望したい。 
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